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１．当行の業績 （１） 業務粗利益の推移

・03年度上期の業務粗利益は1,043億円（経営健全化計画比＋53億円）。
・03年度の業務粗利益予想は2,020億円（経営健全化計画比＋65億円）に上方修正 。
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１．（２） 経費・ＯＨＲの推移

・03年度上期の経費は436億円 （経営健全化計画比▲19億円）。
・03年度上期の調整後OHRは41.3％に改善。

調整後ＯＨＲ

(注）調整後ＯＨＲ ＝ 経費 ÷ 業務粗利益（債券5勘定尻＆債券デリバティブ損益調整後）

（％）

経費・ＯＨＲの推移

上期実績

０３
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１．（３） 業務純益（一般貸引繰入前）の推移

・03年度上期の業務純益は 607億円（経営健全化計画比＋72億円）。
・03年度の業務純益予想は1,140億円（経営健全化計画比＋85億円）に上方修正。
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１． （４） 不良債権処理額の推移
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・03年度上期の処理額は239億円（経営健全化計画比▲11億円）。
・03年度の与信費用比率は0.53%（平残ベース）未満の計画。

（％）

与信費用比率

（注１）与信費用比率＝不良債権処理額（クレジットコスト）÷総貸出平残（国内部門）

（注２）03年度の与信費用比率は、年度の予想不良債権処理額÷上期の総貸出平残で算出
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１．（５）当期純利益の推移

・ 03年度上期の中間純利益は200億円（経営健全化計画比+100億円）。
・ 03年度の当期純利益予想は 380億円（経営健全化計画比＋96億円）に上方修正。
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１．（６）剰余金の推移

・98年度以降、毎期利益計上により着実に剰余金を積上げ。
・03年度の期末剰余金予想は1,099億円（経営健全化計画比＋93億円）に上方修正。
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１．（７）保有株式の状況
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             資本勘定
の推移

・03年度上期の保有株式の取得原価は、資本勘定の4割以下にまで減少。

（年度）

上位地銀平均

当行

（注）上位地銀平均：当行を含めない地銀上位９行の平均 ※都銀平均、上位地銀平均とも各行短信より当行にて算出
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１．（８）債券ポートフォリオの状況
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１．（９）繰延税金資産の状況
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（注１）繰延税金資産残高は、有価証券評価差額金を除いたベース
（注２）かっこ内は、繰延税金資産残高のうち繰越欠損金残高
（注３）０３／９の業務純益は０３年度通期予想値

・03年9月の繰延税金資産は業務純益の1年分以下。
・03年度上期の、資本勘定に占める繰延税金資産の比率は、21.1%に低下。

資本勘定に占める比率（都銀平均）
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２．新中期経営計画「バリューアップ」の策定～公的資金返済に向けて（その１）
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２．新中期経営計画「バリューアップ」の策定～公的資金の返済に向けて（その
２）

◇「財務面の価値向上」に向けての具体的方策

＜ポイント１＞

利鞘の改善

＜ポイント１＞

利鞘の改善

＜ポイント２＞

貸出ボリュームの拡大

＜ポイント２＞

貸出ボリュームの拡大

＜ポイント３＞

フィービジネスの強化

＜ポイント３＞

フィービジネスの強化

貸出金利回りの引上げ Ｐ１３～１４

経費率の引下げ Ｐ１５

（更なるローコストオペレーション体制の構築）

与信費用比率の引下げ Ｐ１６

（リスク管理の強化）

個人ローンの増強 Ｐ１８～１９

投資信託・年金保険の推進 Ｐ２０～２１

県内貸出の増強 Ｐ１７

預貸金利鞘
（与信費用控除後）

 与信費用比率

経費率

預金利回り

貸出金利回り
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   0 . 29    →     0 . 20      →    0 . 34       →     0 . 46     →    0 . 60

（注１） 対象残高＝国内業務部門の預貸金平残 （なお、有価証券は含んでいない。）

（注２）与信費用比率＝不良債権処理額（クレジットコスト）÷総貸出平残（国内業務部門）

３．利鞘の改善（１）預貸金利鞘等の推移

・預貸金利鞘は、96年度対比で３倍以上に
拡大。（0.32%→1.13%）
・預貸金利鞘（与信費用控除後）は99年度か
らプラスに転換し、03/9には0.60％まで拡大。
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３．（２）貸出金利回りの引上げ

03年8月の平均貸出約定金利は、97年3月比で都銀比38.4ｂｐ、地銀比15.8ｂｐ改善。

（注）平均貸出約定金利は、各年とも単月の平均値 ※出所：日銀金融経済統計

改善幅
０．３８４％

改善幅
０．１５８％
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総人員・本部人員の推移
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３．（３）更なるローコストオペレーション体制の構築

・03年度において、総人員3,500名体制へ移行（ピーク比▲45%）。 （03/9実績：3,695名）
・本部人員削減（03年度でピーク比▲75%）により、行員を引き続き営業の第一線に投入。

総人員

本部人員

３７０名
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３．（４）与信費用比率の引下げ
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・03年度上期の開示債権比率は4.5%まで縮小。
・不良債権化の予防として、大口貸出先の削減による小口分散化と要注意先の圧縮に注力。
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（注１）県内（その他）は、県内の大中堅企業および公共。 （注２）県外は、主に大中堅企業で減少。

・ 4年間で、県内個人ローンは約6千億円、県内中小企業貸出は約2千億円増加。
・ 今後も、地元優位性を生かし、県内個人ローン・中小企業貸出に注力。

４．貸出ボリュームの拡大（１）県内貸出の増強

（年度）

貸出ポートフォリオの推移
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40.0%

45.0%

（年度）

40,000

35,000

30,000

25,000

（末残、億円）

個人ローン残高

個人ローン比率

[38.4%]

個人ローン残高等の推移

・03年度上期の個人ローン残高は、3兆円を突破（証券化調整後）。
・03年度上期の個人ローン比率は、37.8％まで拡大。 05年度は40％台へ。

４．（２）個人ローンの増強（その１）

（注１）個人ローン＝住宅ローン＋アパートローン＋消費資金ローン

（注2）個人ローン比率＝個人ローン末残÷総貸出末残

（注3）証券化調整後：03年8月実施の住宅ローン債権証券化（優先部分約700億円を販売）がなかったものとして調整した数値

証券化
調整後
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[18 ,248 ]

17 ,465

約23,500

1.5%

4.4%

7.1% 8.1%
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14.0%

16.3%
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-10.0%

-5.0%
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20.0%

（年度）

26,000

10,000

（末残、億円）

14,000

12,000

18,000

16,000

22,000

20,000

24,000

住宅ローン残高

住宅ローン増加率

    （年率換算）

住宅ローン残高・増加率の推移

・03年度上期の住宅ローン増加率は、＋12.8％（年率）。（証券化調整後で＋17.9％）。
・今後引き続き年間増加率10%以上を計画。

４．（２）個人ローンの増強（その２）住宅ローン

6年間で約1.8倍

（注１）住宅ローンはアパートローンを除く。

（注２）０３年９月の増加率は、０２年９月比。

［ 17.9% ］

証券化
調整後
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13.0%

14.0%
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（年度）

（億円）

役務収益額（国内部門）

役務収益率

［267］

200

150

250

・投資型商品販売（投信、年金保険等）を中心として役務収益を増強。

・03年度上期の役務収益率は14.3%に上昇。

５．フィービジネスの強化（１）役務収益の推移

(注）役務収益率 ＝国内役務収益額 ÷業務粗利益（国内部門、債券5勘定尻＆債券ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞﾞ損益調整後）

役務収益額（国内部門）の推移

上期実績

下期予想
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５．（２）投資型商品（投資信託・年金保険）の推進
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99/9 00/3 00/9 01/3 01/9 02/3 02/9 03/3 03/9

（末残、億円） （億円）

（年度）
（年度）

公社債投信

（含ＭＭＦ）

株式投信

年金保険

・ 02年10月より販売を開始した年金保険は、順調に拡大。（03/3：77億円→03/9：257億円）
・手数料料率の高い株式投信と年金保険の増加により、03年度上期の投資型商品の収益は、
23億円に増加。

年金保険

投信

個人向け投信・年金保険収益個人向け投信・年金保険残高内訳
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・03年度上期（連結ベース・速報値） ： Tier１比率 7.00％、 自己資本比率 10.83％
・03年5月公的劣後ローン200億円を任意弁済。公的劣後ローンの残り1,000億円について、

04年3月および04年5月にそれぞれ500億円の任意弁済を計画。
・転換社債600億円（期間3年、04年9月期日） → 全額転換されるとTier1比率は約0.9％上昇

６．自己資本比率の向上

Ｔｉｅｒ１残高とＴｉｅｒ１比率の推移

4,614

4,231

7.00%

5.04%

96 97 98 99 00 01 02 03/9 05

（億円）

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

（％）

6.36%

8 .5％以上

Tier1残高

Tier1比率

4,000

6,000

都銀平均との比較（03年度上期）

7.00
5 .74

5 .07
3 .83

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

当行 都銀平均

（％）

Tier1
比率

Tier2
比率

10.83％ 10.81％
（自己資本比率）

（年度）

3.813.81
1.311.31

公的資金・
繰延税金
資産除く

TierⅠ比率

※都銀平均は各行短信より当行にて算出（持株会社ベース）
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(注)  実質自己資本＝ Tier1 －繰延税金 （繰延税金資産－繰延税金負債）。
信用ﾘｽｸ・ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸは年間ＶａR, 株式ﾘｽｸは6ヶ月VaR, その他は月間VaR 。

７．統合リスク管理体制の構築

892 920 973 930 931
1,112

1,533

1,019 892
624 682 558 490 513

1,0171,021

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

00／3 00／9 01／3 01／9 02／3 02／9 03／3 03／9

（億円）

金利リスク量         
(預貸＋ｽﾜｯﾌﾟ)
金利リスク量(債券)

株式リスク量

オペレーショナルリス
ク量

信用リスク量(貸出
以外・関連会社)
系列7

信用リスク量(貸出)

3,027億円

2,584億円

 実質自己資本

リスク許容量

2,983億円

(連結ﾍﾞｰｽ)

3,061億円

・適正なリスク管理により、体力（実質自己資本額）に見合ったリスクへの削減を実現。
・今後、リスクの推移を注視しつつ、体力の範囲内での攻めの経営が可能。



本資料には将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将
来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。
将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があるこ
とにご留意ください。


